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佐藤幸人 
 
 
 本章では既存の調査と研究を検討し，これまでの日台産業協力を振り

返る。各種の日台産業協力のうち，この章では合弁をはじめとするビジ

ネスアライアンスに注目する。言い換えれば，全額出資による投資は議

論の基本的に議論の範囲外とする。この章の議論の主要な観点は協力の

効果，条件，成果である。  

 
第１節 日台ビジネスアライアンスに関するこれまでの調査と研究  

 
１．日台ビジネスアライアンスの諸側面  

 ビジネスアライアンスには種々の方式がある。部品，材料，設備の調

達と供給，委託生産，販売代理，技術のライセンシング，商標のライセ

ンシング，共同研究開発，合弁，資本参加，合併等々である。さらに，

これら各方式にもいくつものサブカテゴリーがある。例えば委託生産に

は製造のみを委託する OEM と，製造だけではなく開発まで委託する

ODM がある。ODM には受託した企業が顧客の仕様にしたがって設計す

る方式から，予めプロトタイプを用意しておく方式まで含まれる。使用

する部品の調達先を決める権利が委託する企業にある場合もあれば，受

託企業にある場合もあり，それによって委託生産の性格も異なったもの

となる。しかしながら，このように多様な方式があるとはいえ，一般的

にアライアンスはすべからく相互補完によって双方が利益を獲得するこ

とを目指している。この要件を満たす限り，2 つの企業の関係は本章の

議論の範囲に含まれる。またパートナーを持たない全額出資による投資

はこのような定義に合致しないため，基本的に以下では言及しない。  

 日台ビジネスアライアンスには幾つかの側面がある。ここで特に注意

する必要があるのはアライアンスの目標とその活動の場所である。日台

ビジネスアライアンスの歴史は長い。経済部投資審議委員会の資料によ
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れば，日本企業の台湾への投資は 1953 年から始まっている。台湾企業

の日本への投資はかなり遅れ，1975 年に第 1 号の投資がおこなわれて

いる。しかしながら，近年，日台ビジネスアライアンスが注目を集めて

いる理由は，台湾の優位性を活用して中国に進出しようとする日本企業

がますます多くなっていることにほかならない。台湾の政府および関連

機関もまた，台湾が日本と中国の橋渡し役になれると大々的に宣伝して

いる。日本のメディアもこの点に注目している。例えば 2011 年 10 月 1

日の『週刊東洋経済』は，「中国は台湾から攻める」というタイトルの特

集を組んだ。本章でも以下の分析では，日台ビジネスアライアンスが中

国を主たる目標としているのか，提携事業はどこで運営されているのか

に着目する。  

 
２．既存の調査と研究の論点  

 日台ビジネスアライアンスの議論は，筆者の 1997 年に発表した論文

（佐藤 1997）が嚆矢である。その後 2000 年代半ばになって，調査や研

究が続々と発表されるようになった（Liu 2003，朱 2004，浦野 2004，

劉 2005，伊藤 2005）。それから現在に至るまで，既に豊富な調査と研究

の蓄積がある（井上編 2007，井上・天野・九門編 2008，呉・劉 2008，

Ito 2009，日本貿易振興機構海外調査部中国北アジア課 2010，徐・陳編

2011，交流協会 2011，経済部投資業務処・野村総合研究所台北支店 2011，

林・陳編 2011）。  

 これらの調査と研究の大部分は，主として実務上の関心に基づいてい

る。分析のポイントもこのような観点から選ばれている。主要な論点は，

アライアンスはどのような効果を持っているのか，アライアンスが成功

する条件は何か，アライアンスの実際のパフォーマンスはどのようなも

のかである。これらの問題に対して，既存の調査と研究は既に一定の回

答を示している。  

(1) 効果  

 一般的に言って，ビジネスアライアンスに期待される効果は優位性の

補完である。これまでの調査と研究によれば，日台企業間には次のよう

な補完関係がある。日本企業は台湾企業の中国での活動における優位性

を重視している。すなわち，台湾と中国の言語の共通性や，中国の消費

者，従業員，政府とのコミュニケーションの能力である。また，台湾企

業が中国に構築した巨大な生産体制と販売網は日本企業を引き付ける。

さらに最近では，中国とは直接関係のない台湾企業の能力も注目される
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ようになってきた。効率的な量産の能力，ユーザーのニーズに合わせて

品質とコストのバランスを量る能力，中国以外の海外市場に進出する積

極性などである。  

 日本企業については，その技術が一貫して台湾企業がアライアンスを

望む最大の理由となっている。それ以外では，特に日本市場に関して，

日本企業のブラントや販売チャネルを利用できることを目的として，台

湾企業が日本企業とアライアンスを結ぶことがある。  

(2) 条件  

 アライアンスの成功条件については，ほとんどすべての調査と研究が

一致して指摘していることは，日台企業間の信頼関係が非常に重要であ

るということである。前述のように，日台ビジネスアライアンスの歴史

は長く，長期の交流を通して堅固な信頼関係を構築している日台企業は

少なくない。この信頼関係によって，日台企業は元々の提携事業を円滑

に運営できるばかりでなく，協力の規模と範囲をさらに発展させること

ができる。実際，中国で提携事業をおこなっている日台企業の多くは，

それ以前に台湾において長期の交流の経験を持っている。  

 しかしながら，このように長期的な交流が前もってあるようなケース

ばかりでなく，中国に進出する以前には何ら協力関係を持っていなかっ

た日台企業のケースもある。このように，日台企業には比較的容易に信

頼関係を構築できるという特徴がみられる。日本企業が台湾企業とアラ

イアンスを組む理由は，台湾企業の持っている優位性に加えて，このよ

うな信頼関係を構築する能力も重要な要因となっている。多くの調査と

研究が主張するように，日本企業から信頼を獲得する能力と，中国にお

ける高度の親和性を併せ持つことによって，台湾企業は日本と中国のイ

ンターフェイスあるいはブリッジになりうる。  

(3) 成果  

 効果や条件と比べて，成果の分析は難しい。日台ビジネスアライアン

スの効果と条件は，ケーススタディによって例証することが可能である。

実際，これまでの大部分の調査と研究はケーススタディに依拠してきた。

とりわけ成功例に基づくことが多かった。  

 しかし，ケーススタディだけによって，日台ビジネスアライアンスが

事前に期待された効果を実際に発揮し，順調に発展しているかどうかを

示すことは，一般的に不十分である。しかし，日台ビジネスアライアン

スに関しては政府統計のような既存の信頼性の高いデータは存在しない。

これに対して伊藤信悟の研究 (Ito 2009)は画期的な意義を持っている。
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伊藤は東洋経済新報社の『海外進出企業総覧』を基礎とし，各種の資料

を収集，整理して「台湾活用型対中投資」のデータを整え，それを使っ

て「台湾活用型対中投資」は日本企業の中国における生存率を引き上げ

ることを明らかにした。伊藤の研究結果によると，1990 年から 2000 年

代半ばまでに設立された中国の日系企業のうち，80%が 2006 年におい

ても活動していた。それに対して，「台湾活用型対中投資」による日系企

業の場合，活動を続けている企業の比率は 88%だった。さらに絞って

1990 年から 1999 年に設立された日系企業についてみると，「台湾活用

型対中投資」の日系企業の生存率は 78%と，日系企業全体の平均生存李

68%を上回っている。早くから日台ビジネスアライアンスは日本企業が

中国に進出する際の有効な選択肢のひとつであるという考え方があった

が，伊藤の研究によってはじめて客観的な基礎が与えられたのである。  

 伊藤の研究はまた，さらにひとつの問題を提起し，検討している。す

なわち，一般的には第三国における合弁事業を成功させることは難しい

にもかかわらず，何故，日台企業による中国での合弁事業は生存率が高

いのか。伊藤のこの問いに対する回答は，前述の日台企業間の信頼関係

である。つまり，伊藤の研究は一般的な経験に照らしながら，日台企業

間の信頼の特殊性を示したのである。  

 ここで注意する必要があるのは，伊藤のいう「台湾活用型対中投資」

と日台ビジネスアライアンスの間にはズレがあることである。「台湾活用

型対中投資」には日台企業の中国における合弁事業と日本企業の在台湾

子会社の対中投資が含まれている。台湾子会社の投資もまた台湾の資源

を利用し，日台合弁と類似の性格を帯びていることから，伊藤はこの 2

つのタイプの投資を合成してひとつの概念をつくったのである。しかし

ながら，前述のように，日台ビジネスアライアンスには通常全額出資に

よる投資は含まれない。したがって，日本企業が 100%株式を保有して

いる子会社による対中国投資は日台ビジネスアライアンスの範囲外にな

る。一方，「台湾活用型対中投資」には委託生産，販売代理，ライセンシ

ングなど資本関係をともなわないアライアンスは含まれない。  

 
第２節 日台ビジネスアライアンスの経験  

 
 章末の表４－付は最近実施された日台ビジネスアライアンスの調査結

果を整理したものである。表中の大部分は合弁か，提携当初には資本関

係はなかったものの，その後合弁に発展したケースである。これは合弁
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の方が資本関係のないアライアンスよりも捕捉しやすいためである。こ

の表にあるケースを観察することによって，前節で議論したポイントを

検討するとともに，幾つかの補足をおこなう。  

 
１．優位性の補完  

(1) 日台企業の優位性  

 まず，日本企業の優位性は明らかに技術にある。ほぼすべての提携事

業の技術のソースは日本企業である。このほか台湾企業が日本企業との

アライアンスを通して日本市場に参入しようとするケースもみられる。

例えば美利達工業 (Merida Industry Company, Limited)が日本市場に進

出するため，ミヤタサイクルに資本参加し，経営権を獲得している（交

流協会 2011）。  

 次に，表４－付からは台湾企業の優位性の変化が観察される。かつて

は日台企業間には非常に大きなギャップがあった。特に技術面の格差は

大きく，日本企業は台湾企業をはるかにリードし，日台企業の間には明

確な垂直的な関係が形成されていた。1960年代から 1970年代にかけて，

台湾企業が日本企業と交換できる資源は，廉価な労働力か政策によって

保護された島内市場しかなかった。このように日本企業を説得する材料

が少なかったため，台湾企業は多大な努力を費やすことによって日本企

業から技術移転を引き出しているケースがみられる。例えば台湾の啓盟

工業 (Chi Meng Industrial Company, Limited)は日本の三和化成から技

術を導入しようとしたが，当初，三和化成は取り合わなかった。兼松江

商の仲介を経てようやく三和化成から技術移転の承諾を得ている（交流

協会 2011）。  

 しかし，1980 年代以降になると台湾は新しい優位性を備えるようにな

った。①中国の台頭は台湾企業にとって新しい機会となった。台湾企業

は言語上，明らかな優位性を持ち，また中国の消費者，従業員，政府の

官僚の考え方や行動パターンをよく理解することが出来る。②台湾企業

は早い段階から中国に進出し，巨大な生産と販売のネットワークを構築

した。このような独特の資源が台湾企業の新しい魅力となった。  

 表４－付には台湾企業の中国における資源を利用しているケースが少

なくない。例えば中国で取引をおこなう企業にとって非常に悩ましい問

題として，販売した商品の代金が必ずしも確実に支払われないという問

題がある。マザーコスモはこのようなリスクを回避するため，台湾の業

強科技 (Yeh-Chiang Technology Corporation)と提携し，販売を委託した。
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業強科技は中国における販売で優位性を持ち，このアライアンスによっ

て事業の範囲を拡大することができた（経済部投資業務処・野村総合研

究所台北支店 2011）。  

 台湾企業の中国における販売ネットワークは，とりわけ日本の食品企

業にとって魅力を持っている。統一，頂新，旺旺は多くの日本企業とア

ライアンスを結んでいる。例えば日本のキッコーマンと台湾の統一企業

(Uni-President Enterprise Corporation)は，1990 年に台湾で合弁企業

の統萬を設立した。このアライアンスによって統一企業はキッコーマン

の先進的な技術とブランドを獲得することができた。キッコーマンは統

一企業の販売ネットワークを通して台湾市場にアクセスすることができ

た。10 年余りの協力関係を経て，両社は中国において台湾での経験を再

現した。2002 年に昆山統萬微生物科技を設立し，2009 年に石家荘で統

萬珍極食品を設立した。こうして統一グループは中国においてもキッコ

ーマンの技術とブラントを導入することができ，キッコーマンは統一企

業が中国に張り巡らした販売ネットワークと既に稼動している工場を利

用することができた（交流協会 2011）。  

(2) アライアンスの水平化と高度化  

 台湾企業のレベルアップと日台企業間のギャップの縮小にともなって，

日台企業間の関係はしだいに水平化に向かい，同時にアライアンスの次

元がより高いものになっている。最近のアライアンスでは高度の技術水

準に基づく補完関係がみられる。例えばエプソンは元太科技工業 (E Ink 

Corporation)と共同で研究開発をおこなっている。エプソンの優位性は

低出力やパネル制御における技術の蓄積にあり，元太科技工業の優位性

は電子ペーパーの材料と駆動システムのノウハウにある。このようにか

つての垂直的関係とは一変している（『ジェトロセンサー』2012 年 2 月

号）。  

 台湾企業の製造能力は既にかなり高く，日本企業にとって信頼を置け

るパートナーとなることができる。表４－付が示すように，最近の日台

ビジネスアライアンスのなかには，日本企業が研究開発に専念し，台湾

企業が製造を担うという補完関係も出現している。例えば，マイダスは

フラットディスプレイの検査および製造装置の研究開発に特化し，自社

工場を持っていない。そのため，低コストで製造する能力を持っている

企業をパートナーとして，生産委託する必要がある。台湾の富強鑫精密

工業 (Fu Chun Shin Machinery Manufacture Company, Limited)はマ

イダスのこのような要件を満たすことができた。そればかりでなく，富
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強鑫精密工業はマイダスに，日本から輸入していた部品に代えて台湾製

の部品を使うことを提案し，コストを大きく引き下げた（交流協会 2011）。

大幅な円高と価格を重視する新興市場の台頭によって，日本企業はコス

トの削減を迫られているので，台湾の企業および産業はこのような能力

によって日本企業を引き付けているケースが最近は少なくない。  

(3) 台湾企業の海外市場への積極性  

 環境の変化の中で，台湾企業が積極的に海外市場を開拓しようとする

特徴も注目されるようになっている。第２章で説明したように，日本の

中小企業はこれまで国内の大企業を主要な顧客としてきたが，現在は大

企業が海外へのシフトを進めているため，国際化を検討せざるを得なく

なっている。しかしながら，大部分の日本の中小企業は直接，海外と取

引した経験がないため，国際化にはパートナーが必要となる。一方，台

湾企業は元々国内市場の規模が限られていたため，早くから輸出や対外

投資など海外に向かって発展しようと取り組んできた。その結果，日本

の中小企業にとってパートナーとなりうる経験と能力を備えている。表

４－付のケースが示すように，維鍇実業は非常に早い段階から日新リフ

ラテックとのアライアンスにおいてこのような役割を果たしている。日

新リフラテックと維鍇実業のアライアンスは 1986 年から始まった。日

新リフラテックは 1918 年に創業した黒鉛坩堝メーカーである。2011 年

の従業員は 120 名である。維鍇実業は黄国超会長が 1985 年に設立した

坩堝の専門商社である。当初，日新リフラテックは輸出にあまり興味を

示さなかったが，黄会長の熱心な説得の結果，維鍇実業が代理販売する

ことに同意した。ちょうど台湾企業が東南アジアへシフトしていた時期

だったため，維鍇実業はアセアン諸国における販売代理も手がけるよう

になった。現在ではタイ，マレーシア，ベトナム，インドネシア，中国

などに販売拠点を設けている。こうして維鍇実業は日新リフラテックの

国際化を助けることになったのである（井上・天野・九門 2008，経済部

投資業務処・野村総合研究所台北支店 2011）。  

 
２．信頼の形成とアライアンスの発展の好循環  

 表４－付の多くのケースでは，日台企業が中国において提携事業を始

める以前に，台湾において長期にわたる協力の経験を持っている。例え

ば 2002 年に無錫に合弁企業を設立した日本の第一工業製薬と台湾の立

大グループ (Lydie Group)の場合，1978 年に第一工業製薬が立大グルー

プ傘下の晋一化工に資本参加したところからアライアンスが始まってい
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る。中国での合弁事業がスタートするまで，両社の交流は 24 年が経過

している。  

 このように長期に及ぶアライアンスのなか，相互の信頼が自然と形成

される。例えば前述の三和化成と啓盟工業のアライアンスでは，このよ

うな信頼の生成が明瞭に観察される。当初，三和化成の啓盟工業に対す

る関心は薄かったにもかかわらず，10 年近くのアライアンスを経て，

1986 年には三和化成とその社長は啓盟工業に出資している。  

 いったん信頼が形成されると，既存のアライアンスがより円滑に運営

されるようになるとともに，さらにアライアンスが拡充される効果があ

る。長期のアライアンス関係を持つ日台企業が提携して中国に投資する

のは，このような効果の典型である。もし新しい提携事業が成功すれば，

相互の信頼はさらに増強される。こうして信頼とアライアンスの間には

しばしば好循環が生まれる。前述のキッコーマンと統一のアライアンス

の展開もこのような好循環によって生み出されたものである。両社はま

ず台湾で合弁企業を設立し，12 年後に昆山に第 2 の合弁企業を設け，そ

の 7 年後にさらに石家荘で第 3 の合弁企業を設けている。  

 長期のアライアンスが生み出す資源は信頼だけではない。モスバーガ

ーと東元電機 (TECO Electric & Machinery Company, Limited.)のアラ

イアンスのケースでは，合弁企業が台湾における 20年の活動を通して，

モスバーガーの理念を理解する台湾人スタッフ，すなわち中国語を自由

に使える人材を多数養成した。両社が 2010 年に中国に合弁事業を設立

したとき，このような人材が非常に重要な役割を果たすことになった（経

済部投資業務処・野村総合研究所台北支店 2011）。このように信頼同様，

人材の養成もまた日台企業のアライアンスの好循環を促進している。  

 長期的な関係は日台企業相互の信頼の形成を促す効果を持っているが，

必要条件というわけではない。日台企業間関係のもうひとつの特色は，

事前に何ら交流がなかった企業の間でも短期間のうちに比較的容易に信

頼関係をつくることができることである。例えば友嘉実業グループ (Fair 

Friend Group)は日本とのアライアンスを組むことに長けている。高松

機械工業とはドイツの展示会で知り合い，その後交渉を経て，中国に合

弁企業を設立することに合意した。2012 年に和井田製作所との間で合弁

企業の設立に合意する過程も同様である。アライアンスの交渉の前には

交流はなかったが，接触して間もなくコンセンサスを形成している。第

５章第２節では，友嘉実業グループをはじめとする台湾企業がどのよう

な能力によって日本企業を引き付けているのか，改めて議論する。  
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３．複雑なハイブリッド構造の出現  

 前述のようにビジネスアライアンスには多種多様な方式がある。注意

する必要があるのは各種の方式は相互排他的ではないということである。

複数の方式を混用することも可能である。例えば日本企業はしばしば自

社の子会社に技術移転している。表４－付のいくつかのケースにおいて

も，日本企業は出資している合弁企業に生産を委託している。  

 このような異なる方式の混合がかなり複雑なアライアンス構造に発展

することもある。例えば上海など中国各地のファミリーマートはこのよ

うな複数の方式のハイブリッド型のケースである。中国のファミリーマ

ートの株主は伊藤忠商事，日本のファミリーマート，台湾ファミリーマ

ート（台湾全家便利商店）および頂新国際グループ (Ting Hsin 

Internetional Group)である。台湾ファミリーマートは日本のファミリ

ーマートと伊藤忠商事の子会社であり，日本のファミリーマートは伊藤

忠商事の子会社である。つまり，日本と台湾のファミリーマートはいず

れも伊藤忠商事グループのメンバーである。伊藤忠商事は頂新国際グル

ープにも出資し，また頂新国際グループとはファミリーマート以外の合

弁事業も運営している。この 4 社の関係を整理すると 2 つの要素から成

り立っている。ひとつは伊藤忠商事グループと頂新国際グループのアラ

イアンスであり，もうひとつは伊藤忠商事の台湾子会社を経由した中国

への投資である。  

 このケースにおいてこのように複雑な構造が形成された主たる原因は，

台湾ファミリーマートが中国各地のファミリーマートの運営に参加した

ことである。台湾ファミリーマートは中国でのコンビニエンスストア・

チェーンの経営において不可欠の重要な役割を担っている。まず伊藤忠

商事と頂新国際グループを仲介し，中国での事業計画の作成に加わり，

設立後は運営の中心になっている。台湾ファミリーマートがこのように

重要な役割を果たしている背景には，経験の蓄積，人材の育成，経営能

力の強化，自主性の向上のほか，中国に関する特殊な能力を備えている

ことがある（Sato 2009 を参照）。  

 このように，ビジネスアライアンスと子会社の利用は必ずしも代替的

な関係にはなく，相互補完的でもありうる。子会社の資源を有効に利用

しつつ，同時にアライアンスによってパートナーの資源を引き込むこと

ができる。ファミリーマートはハイブリッド型のアライアンス方式の典

型といえるが，日本企業の台湾子会社の多くは豊富な経営資源を持って
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いるので，ほかにも類似のケースは存在すると考えられる。  
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